
あなたのマンション、民泊への対応は
お済みですか？ 

平成30年3月15日が期限！ 

●お問い合わせ 
  公益財団法人まちみらい千代田 住宅まちづくりグループ  ☎ 03-3233-3223 

           
           

           ●あらかじめ規約で民泊を禁止しないと、後から 
          民泊を禁止できなくなる恐れがあります。 
        ●民泊を禁止するか、容認するか規約に明記する 
                     ことで、後々のトラブルを防ぐことができます。 

        ※まちみらい千代田にご相談ください。 

民泊をさせないためには規約を改正し、
明確に禁止する必要があります！ 

民泊に関する法律（「住宅宿泊事業法」）が平成30年6月15日に施行されます。 
今まで違法だった民泊が合法化され、マンションでも、年間１８０日を上限に簡単な
届出で宿泊事業が可能となります。 
下記の条文では民泊事業が禁止できなくなりました。 

管理組合では民泊を受け入れするのか、制限するのか、総会で方針を決めること
が求められており、もし禁止するならば、管理規約を改定する必要があります。 

全ての民泊を禁止する場合には専有部分の用途を定めた条文に「区分所有者は、
その専有部分を住宅宿泊事業法第３条第１項 の届出を行って営む同法第２条
第３項の住宅宿泊事業に使用してはならない。」（標準管理規約）など追加す
るのが効果的です。     

【標準管理規約】 
第１２条 区分所有者
は、その専有部分を専
ら住宅として使用する
ものとし、他の用途に
供してはならない。 

※詳細は別紙参照 



 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


